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臨時職員人件費 ④
⑤

①
⑥

【事業の成果】

【反省点・課題】

【改善の方向性】

Ｈ27(標準事業)

①
基
本
事
項

計画コード 事業名 部名 健康福祉部
03134-1 女性相談事業 室名 子ども総合センター子ども支援室

②
目
的
・
概
要

目
的
・
概
要

対象 要支援女性（ＤＶ被害者含）

③
指
標

施策の方向 02:すべての子育てを支援するしくみづくり 項 児童福祉費
戦略ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 目 児童福祉総務費

施
策
体
系

基本施策の大綱 05:次世代を担う人づくりと歴史文化の振興 財
務
科
目

会計 一般会計
基本施策 02:子育て支援 款 民生費

単位

国庫支出金 665 665 所要人員 0.50

人
件
費

総人件費 3,792
事業費 2,318 2,207 一般職員人件費

計画額 予算額 決算額

県支出金

再
掲

翌年度への繰越額

その他 受益者負担率 0.0% ⑤　/　⑥
地方債 受益者負担額

⑤
事
業
の
評
価

総合判定
ＤＶ相談の件数が増加しており、父から母への暴力行為を目撃した子どもが精神的に不安定になるケースも増えてい
る。そういった恐れのあるケースに対して、児童相談所と連携し、母子ともに心理面接するなど子どもに対するケアも行
うことができた。 Ａ

順調に進んだ

市外や県外の転出入者からの相談が増えており、広域でのスムーズな対応が課題となっている。

県外機関との連携や具体的な対応のノウハウをケースを重ねるごとに蓄積していくことで、より有効な手立てを研究していく。

事業目的の妥当性：

前年度からの繰越額

総人件費 3,792

④
事
業
の
計
画
・
実
績

年度計画 年度実績
女性相談は、ＤＶ相談を中心に機関連携が必要なケースも多く、
支援期間も長期化しており、対応延べ件数は増加している。女性
相談員の常勤体制により迅速な対応と支援を行った。

事
業
費

適切 有効性： 適切 最終評価確認者： 子ども支援室長  宇野　勉

目
的

概
要

パートナーからの暴力やハラスメントに対する被害者支援をはじめ、家庭や地域での人間関係や職場でのセクハラなどの相談を受けるため、専
任の相談員を配置して支援を行っている。相談員の賃金及び相談の質的向上のため相談員が研修等を受講する経費や情報収集のための三
重県婦人相談員連絡協議会負担金が主なものである。

女性が抱えるさまざまな心の悩みについて専任相談員が一緒に考え、助言や専門機関を紹介するなど意欲的に解決できるよう支援を行う。

２７年度

総コスト 5,999

一般財源 1,653 1,542

3,792 平均給与額×③

実績値
単位

計画値

実績値

２８年度

220
人

1,021

③
計画値

④

名称

補足

①

②

補足

名称

名称

補足

実績値

件

計画値

実績値
単位

計画値

名称

補足

相談実人数

相談延件数

単位


